
（単位：千円）
科    目 金  額 科    目 金  額

【流動資産】 2,900,352 【流動負債】 110,040
普 通 預 金 2,888,372 未 払 費 用 3,783
売 掛 金 10,986 未 払 消 費 税 等 12
未 収 入 金 5,295 前 受 金 3,391
前 払 費 用 5,071 未 払 法 人 税 等 102,852
貸 倒 引 当 金 △ 9,374

【固定資産】 260,660 【固定負債】 2,958,309
有形固定資産 152,937 企 業 結 合 に 係 る 特 定 勘 定 2,958,309

建 物 6,613 負 債 合 計 3,068,349
構 築 物 45,968
機 械 装 置 32,587 【株主資本】 92,663
工 具 器 具 備 品 272 資 本 金 100,000
土 地 67,496 利 益 剰 余 金 △ 7,336

そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 7,336
投資その他の資産 107,723 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 7,336

繰 延 税 金 資 産 107,723 純 資 産 合 計 92,663
資 産 合 計 3,161,013 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,161,013

貸  借  対  照  表
2020年８月31日現在

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．固定資産の減価償却の方法 
（1） 有形固定資産

定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）
（2） 無形固定資産

定額法（ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法）

２．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 10,000株

３．その他の注記
１．消費税等の会計処理

税抜方式

４．当期純損益
当期純利益 千円

個 別 注 記 表

△ 7,336


